【49】平成２１年度活動報告 by unknown
１．目的と特徴
教育実践総合センターは，学内外の教育関係機関等との連携を図るための支援やコーディネートを行うと
ともに，教員養成のための教育実践及び教育臨床に関する理論的，実証的研究を行うことを目的としている。
これらの機能の強化・充実と大学院・学部の教育方法の改善や教育研究の質の向上・充実を図るため，平成
17年度に教育学部に設置した「スクールサポートセンター」を平成19年度に「附属教育実践総合センター地
域連携部門」として統合・再編した。本センターの３部門の教育・研究の目的と特徴は以下の通りである。
①　教育工学部門は，学習指導システムの改善をはかるため，教育メディアを活用した学習指導システムの
開発研究，教育メディアや情報に関する教育実践活動，e-ラーニングシステムの構築・維持管理・利用支援
などを行う。
②　教育臨床部門は，生徒指導，学級経営及び特別活動，野外教育等の問題について，基礎的な研究を行う
とともに，実践的・事例的な研究を組織し，実践的指導力育成の支援を行う。また，学校現場で起こる子ど
もや教師の様々な心理学的問題（「不登校」「いじめ」「教師のストレス」など）に焦点を当て，教育心理学
の手法を用いて，理論的・実証的・実践的な研究や活動を実施する。
③　地域連携部門は，教育学部・教育学研究科の地域連携の窓口として，学校や地域の要請に応えて大学教
員や学生を派遣し，学校や地域の教育活動を総合的に支援するとともに，地域支援と学部・大学院（附属学
校園を含む）の教育・研究との融合・充実を図る。
２．事業内容・実績
a 組織の構成
教育実践総合センターは，教育工学部門，教育臨床部門，地域連携部門の３部門からなる。
s 事業内容
①教育工学部門
教育メディアを活用した学習指導システムの開発研究に関しては，コンピュータやネットワークなどのＩ
ＣＴを活用した学習指導システムの構築，教育メディアの利用や教材コンテンツの開発研究などを行ってい
る。教育メディアや情報に関する教育実践活動に関しては，情報教育や情報技術，情報教育特論などの授業
をはじめ，教育実習生全員を対象とした教育機器と学習指導法の講習，教育実践に関する講演会，地域の学
校のホームページ更新サポート事業などを実施している。e-ラーニングシステムの構築・維持管理・利用支
援に関しては，学部にe-ラーニングシステムを構築し，システムの維持管理を行うと共に，学部教員や附属
学校園教員を対象とした利用講習会の開催やヘルプデスクの開設などを行って利用を推進している。
②教育臨床部門
地域の子どもや保護者を対象にした教育相談，現職教員を対象にした研究会やコンサルテーション，学生
や現職教員を対象にした講習会・講演会などを実施しており，教育臨床の面からの地域貢献ならびに学生や
現職教員の教育臨床能力の向上に関する事業を行っている。
③地域連携部門
学生が県内の学校等の教育現場を体験し，実践的指導力を身につけるため，「学校等支援活動（ボランテ
ィア）」などの事業を推進し，学校における放課後の学習支援，市町教育委員会が土曜日に行う教室の講師，
特別支援教育の支援を行っている。また，教育学部が栃木県教育委員会などと連携して行う教職員研修や，
校内授業研究の指導助言者の派遣など，教育学部・教育学研究科による地域連携の窓口事務の業務を担当し
ている。
－359－
宇都宮大学教育学部　教育実践総合センター紀要　第33号　2010年７月１日
宇都宮大学教育学部附属教育実践総合センター
平成21年度活動報告
－360－
３．平成21年度活動状況
a 主要な活動状況
○教育実践講演会（８月／教員及び一般／１回／180名）
○教育機器・情報機器利用講習会（４，10月／研究生・教員／２回／延べ80～100名）
○教育実習事前指導（教育機器と学習指導法講習会）（５，６，９月／教育実習予定者全員／９回，各半
日／200名）
○情報教育研究会（毎月１回／教員／年間12回／延べ70名）
○教育実践インターンシップ（学校ホームページ更新サポート事業）（５～１月／学生／12回／１名）
○教育実践インターンシップ（学習支援サポート事業）（６～12月／学生／４名）
○教育近代化合同研究会（７，12月／教員／２回／延べ15名予定）
○生徒指導・特別活動公開研究会（８月，３月／教員及び一般／２回／計120名）
○「野外教育」研究会（２月／教員及び社会教育関係者／１回／計30名）
○生徒指導・特別活動研究会（年間／教員及び一般／30回程度／延べ120名）
○教育相談活動（延べ50回程度／約４名）
○教育相談に関するコンサルテーション（附属学校，栃木県教育委員会／６回程度）
○「不登校について学び・つながる会」（４月～／月１回程度開催／保護者等／延べ80名程度参加）
○「教育臨床心理研究会」（５月～／月１回程度開催／現職教員等／延べ20名程度参加）
○教育用ソフトウェアの開発・評価プロジェクトの実施（１件／教育の現場と共同研究）
○e-Learningシステムの管理・運用と利用支援
○教育情報データベース，ビデオ・教育用ソフトウェアライブラリの保全と利用支援
○内地研究生の受け入れ・研究指導（現職教員／各半年，前期５名後期４名計９名）
○教育実践総合センター紀要の発行（32号／平成21年７月／年１回／掲載論文・報告41編）
○センターニュースの発行（各年１回）
○センター要覧の発行（隔年１回）
○担当授業
（学部）情報処理基礎／教育実習事前指導（教育機器と学習指導法）／情報教育／情報技術Ⅰ・Ⅱ／情報科
教育法Ⅰ・Ⅱ／情報技術演習Ⅰ・Ⅱ／総合学習の指導／教育実践インターンシップ／生活指導／教育課程及
び方法／学級経営／子どもと教育・探求講座／教育学演習／教育相談（カウンセリングを含む）／学校臨床
心理学／教育心理学演習ＡⅠ・ＢⅠ／教育臨床学演習Ⅰ・Ⅱ／初期セミナーＢ／カリキュラム設計演習／卒
論セミナー／教育原論／道徳教育／日本教育思想史／教育学演習ＡⅠ／教育学演習ＡⅡ／中等社会科教育法
Ⅰ／社会科教育演習Ａ／環境と社会
（大学院）情報教育特論／教材開発評価演習（教育工学・情報系モジュール開発）／カリキュラム開発演習
Ｂ／比較カリキュラム特論／カリキュラム開発特別研究／修論指導／学校臨床心理学演習／学校教育特別研
究／道徳教育特論／日本教育史特論Ⅰ・Ⅱ／カリキュラム構成特論／教科教授・学習特論／教材開発評価演
習（システム・環境系モジュール開発）／教材開発評価演習（複合・総合系モジュール開発）」
s 対外的な教育・研究活動状況
○栃木県教育職員免許法認定講習
・「情報教育」（８月／教員／年１回／２日間／延べ50名）
○平成21年度教員免許状更新講習
・「教育の情報化と情報メディアを用いた学習指導入門」（８月／教員／年１回／１日間／25名）
・「授業に役立つ教員のＩＣＴ活用入門」（８月／教員／年１回／１日間／25名）
・「学校現場に活かす心理療法的観点」（７月，８月，10月，12月／教員／年４回／各回１日間／延べ60名）
・「教職についての省察」（８月／教員／年２回／２日間／581名）
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・「教職についての省察」（８月／教員／年１回／１日間／358名）
・「教育改革の動向」（８月／教員／年１回／１日間／223名）
・「生徒指導」（８月／教員／年１回／１日間／40名）
・「新学習指導要領における道徳教育」（２月／教員／年１回／１日間／29名）
・「学校の内外での連携協力についての理解」（８月／教員／年２回／２日間／581名）
○平成21年度教職員サマーセミナー（公立学校等教職員を対象として開催。宇都宮大学と県教委による共
催）
・「授業に役立つ情報メディアの活用と学習指導」（８月／教員／年１回／１日間／27名）
・「校内授業研究を中心とした学校改善」（８月／教員／年１回／１日間／42名
○教育委員会や小・中学校教育研究会・学校等と連携した研究会・研修会
・栃木県立高根沢高等学校講話（講師）（４月／参加者約400名）
・宇都宮市情報教育関係研修（講師）（４月／参加者約100名）
・栃木県立黒磯南高等学校情報モラル講話（講師）（５月／参加者約400名）
・第19回連合栃木議員懇談会講演会（講師）（５月／参加者約50名）
・県立宇都宮高等学校教科「情報」講演会（講師）（５月／参加者560名）
・宇都宮市立晃陽中学校情報モラル講演会（講師）（６月／参加者約120名）
・栃木県立日光明峰高等学校人権教育講演会（講師）（６月／参加者約500名）
・第１回県北高等学校生徒指導連絡協議会講話（講師）（６月／参加者約30名）
・下野市立石橋北小学校 e-Learning 関係講話（講師）（７月／参加者約20名）
・宇都宮市立田原小学校親学講座（講師）（７月／参加者約50名）
・高根沢中央小学校問題行動等未然防止プログラム事業講話（講師）（７月／参加者約22名）
・足利市教育委員会児童生徒指導者研修会（講師）（８月／参加者約45名）
・塩谷中学校問題行動等未然防止プログラム事業講話（講師）（９月／参加者約27名）
・宇都宮市立星が丘中学校校内研修会（講師）（９月／参加者約30名）
・栃木県高等学校ＰＴＡ連合会ＰＴＡスクール（講師）（10月／参加者約200名）
・栃木県立さくら清修高等学校人権に関する講演会（講師）（10月／参加者約700名）
・栃木県立烏山高等学校「携帯電話マナー講習会」（講師）（10月／参加者約600名）
・栃木県公立小中学校事務長会講演会（講師）（11月／参加者約300名）
・宇小教研保健安全教育部会研修会の講演会（講師）（11月／参加者約200名）
・馬頭小学校人権教育推進サポート事業講話（講師）（11月／参加者約20名）
・とちぎ心のルネッサンス運動推進県民大会パネルディスカッション（コーディネータ）（11月／参加者約
100名）
○「もっとグッドネット in とちぎ～どうする？子どものネットとケータイ～（パネルディスカッション）」
（10年３月20日開催／県内教育関係者，一般／延べ100名）ＮＰＯ法人「e-とちぎ」主催，下野新聞社など後
援
○「教育シンポジウム：言語活動の充実に向けて（基調講演会・パネルディスカッション）」（09年12月５
日／県内小・中学校等の教員，県内市町教委の指導主事など／延べ410名）那須塩原市教育委員会と共催
○「大学との連携による学校活性化フォーラム～校内授業研究を元気にする～（基調講演会・分科会）」（10
年２月20日開催／県内小・中学校等の教員，県内市町教委の指導主事など／延べ87名）
○「宇都宮大学教育学部連携研修事業研究会議」（10年２月20日開催／県内市町教委の指導主事など／延べ
17名）
○宇都宮市と宇都宮大学との連携協議会（学部教員，宇都宮市教育委員会／年２回）
○栃木県教育研究発表大会の共催（１月下旬／教員，社会教育関係者及び一般／年１回／２日間，延べ1500
名）
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○宇都宮大学教育学部の地域連携事業の推進（随時／対象：栃木県教育委員会，宇都宮市教育委員会，栃木
市教育委員会，那須塩原市教育委員会，那須町教育委員会，下野市教育委員会）
・宇都宮市教育委員会・宇都宮大学教育学部連絡協議会運営委員会，大学教員・市職員（８，12月）
・さくら市立押上小学校道徳教育研究大会，栃木県内教員（９月）
・大田原市立石上小学校人権教育研究会，那須地区教員（９月～12月）
・那須塩原市立大山小学校道徳教育研修会，那須地区道徳部会教員（11月～12月）
・那須塩原市教委との学力向上連携事業，市内４小中学校，通年
・栃木市教委との連携による学力向上指定校研究会，栃木第四小・南小・栃木南中，通年
・宇都宮市教育センターとの連携による校内研修サポート事業，細谷小，通年
・栃教県連塩那須三地区役員研修会（１月）
・Ｓ＆Ｕ（下野市＆宇都宮大学教育学部）コラボ事業，市内８小中学校，通年
○とちぎ・リハビリテーション・センター職員研修会（１月／年１回／概要：日本の学校の良さを見直す）
○宇都宮大学教育学部附属幼稚園公開研究会助言者（５月と11月／２回）
○栃木県教育委員会主催不登校児童生徒合同宿泊体験学習（ふれあいキャンプ）の企画委員会への出席（５
月／１回）
○栃木県適応指導教室研究会での講演（５月／参加者約50名）
○問題行動等未然防止プログラム事業における「不登校対応研修」に関する講演（７月／参加者約20名）
○不登校に関する新聞社の取材への対応（６月取材，７月掲載）
○國學院栃木高等学校への心理学に関する出張講義（10月／参加者約30名）
○教員採用試験対策講座「教育心理」の外部講師（５月と２月の２回）
○平成20年度ホームページコンテストの主催（年１回，２月）
○審議委員等
宇都宮市視聴覚ライブラリー運営委員会委員／宇都宮市教育委員会・宇都宮大学教育学部連携協議会部会
長及び委員（全教員）／教科用図書採択協議会委員／日本教育工学協会理事／栃木県教育委員会教員審査委
員会委員（平成20年度～）／栃木の教育推進委員会（委員長）（平成20～21年度）／第27期栃木県教育委員
会社会教育委員（議長）／栃木県総合教育センター協議会委員（会長，委員）／栃木県公私立学校協議会委
員（平成19年度～）／宇都宮市青少年問題協議会委員／宇都宮市立冒険活動センター運営協議会委員／財団
法人とちぎ青少年こども財団理事／日本特別活動学会会長（平成21～24年度）／栃木県生涯学習審議会委員
（会長）／栃木県定時制高等学校協議会委員（委員長）／栃木県連合教育会・言語力育成研究部会（委員
長）／栃木県教育研究所・栃木県国際教育研究所運営委員会委員（委員）／宇都宮市宮っ子の誓い制定懇談
会（副会長）／栃木市教育研究所（所長）／那須烏山市教育特区推進会議委員／那須烏山市サタデースクー
ル運営委員（２名）／栃木県青少年のための良い環境づくり実行委員会（委員）／社会教育の情報提供方法
等に関する検討委員会（委員長）
４. 外部資金導入状況
助成金名称 本年度金額 研究期間 研究代表者 研究題目 
ｅ-ラーニング用動画コンテンツによる 
学習支援と評価事業 
Web型教材コンテンツの学習支援機能 
や着想の系統化と実証授業による学習 
効果の評価 
a)学長裁量経費 
ポストソ連時代における中央アジア諸 
国の教育戦略に関する総合的研究 
b)文科省科学研究費 
補助金（代表者） 
c)文科省科学研 
究費補助金（分担者） 
23.4万円 平成21年度
平成19年度
～22年度
平成21年度
苫米地義郎 
石川　　賢 
遠藤　　忠 
50万円 
50万円 
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５. 将来構想
平成22年４月に，本センターの第４部門として「教職実践部門」を新設する。教職実践部門は，教職関連
科目の企画，立案，指導を主な職務とする部門である。具体的には教職入門セミナー・教職実践演習等の企
画・運営及び授業と，教育実習の企画・運営への協力を行う。
また，中期目標に基づいた事業・研究も構想している。
助成金名称 本年度金額 研究期間 研究代表者 研究題目 
事業名称：学校現場の問題解決をとお 
して教育学部・教育学研究科のカリキ 
ュラム改革と授業改善 
e)特別教育研究経費 
（運営費交付金） 
学級経営文化の日露比較研究 d)文科省科学研究費 
補助金（代表者） 
上記事業（ｅ）実施に伴う学内助成経費 f)特別教育研究経費 
大学負担経費 
平成21年度
平成21年度
平成21年度
遠藤　　忠 
松本　　敏 
松本　　敏 
100万円 
774万円 
100万円 
